
令和５年度第２回　子ども支援専門部会　質問に対する回答 別紙２

№ ページ 意見（一部事務局による表記修正あり）
意見表明者
(敬称略)

回答 所管

1 1

家庭的保育事業の認可手続き及び利用定員の確認

事業継承者２名の実名・現住所が出ているが、これは実名の必要がある
のか？審査結果等、かなり踏み込んだものだが、A子B子でもいいのでは
ないか？

小林尚子

　家庭的保育事業者の氏名及び住所は認可保育施設
として必要な情報となります。
　区では多くの家庭的保育者が保育する中で、利用
者への分かりやすさの点から家庭的保育者名で対応
しています。
　また、自宅が保育室の場合は家庭的保育者自身も
承知のうえであり、制度上は保育室を自宅以外の賃
貸物件でも運営することが可能です。

子ども施設
入園課

2 6

足立区学童保育室の選考状況

（１）民設学童保育室の選考で、不選定になる事業者の評価基準が厳し
いのではないか？
（２）職員体制において得点が低いが、職員の質を高めるために、働き
かける事も必要。例えば研修を用意する等。
（３）また、応募なしの地域への対応は、どうなっているのか？

小林尚子

（１）審査は審査会の委員により、評価項目ごとに
適正に実施しており、評価基準が厳しいとは考えて
おりません。
（２）選定に際しては、事業者の日常の学童保育事
業に対する姿勢を評価対象と考えておりますので、
選定前の事業者に研修を実施することは考えており
ません。
　なお、選定された事業者には、職員の質を高める
ため、区としても職場環境、問題行動への対応、い
じめや苦情への対応、安全管理等テーマごとに研修
を実施し、事業者の職員にも受講していただいてお
ります。
（３）令和６年度の募集に際しては、補助金の増額
等を検討するとともに区が所有する未利用地の活用
なども検討してまいります。

住区推進課

1



令和５年度第２回　子ども支援専門部会　質問に対する回答 別紙２

№ ページ 意見（一部事務局による表記修正あり）
意見表明者
(敬称略)

回答 所管

3 6

足立区学童保育室の選考状況

（１）各地域毎の整備計画の定員は何人ですか。
（２）今回の決定でどれほど充足できたのですか。
（３）選定できなかった７地域については、令和７年４月開設に向けた
整備で良いのですか。１年間定員不足の状況を放置することになるので
はないですか。
（４）今回の応募期間が6月13日～7月21日(金)で、２次選考が8月末に
は終了しています。募集条件を変えることによって応募が増えるなら
ば、年度内に２次募集をすべきではないのですか。
（５）または、そもそも学童保育に適した物件がないという理由で応募
がないのであれば、他の方法を考える必要があるではありませんか。

古庄宏吉

（１）令和５年３月に見直した整備計画に基づき公
募を行った各地域の定員は、①亀田小・関原小地域
40人、②綾瀬小・東綾瀬小地域50人、③梅島小・梅
島第一小地域40人、④西新井第二小・西伊興小地域
30人、⑤東加平小地域30人、⑥青井小地域30人、⑦
大谷田小・長門小地域30人、⑧島根小・中島根小地
域30人で計８地域280人です。
（２）今回の募集により、８地域のうち亀田小・関
原小地域の１地域のみの選定となり、40人の定員増
となります。
（３）選定できなかった７地域は定員不足の状況と
なりますが、令和６年度の最新の申請状況をもとに
令和７年４月開設に向けて改めて需要数を確認し、
学童保育室が不足しているすべての地域で募集を行
う予定です。
（４）募集条件を変更するには、予算措置が必要と
なることから、年度内に２次募集を実施する予定は
ございません。
（５）令和６年度の募集に際しては、補助金の増額
等を検討するとともに区が所有する未利用地の活用
なども検討してまいります。

住区推進課

4 6
以前にもお尋ねしましたが、小学校に学童保育は開設出来ないのです
か。全体としては生徒が減少しているので、利用できる教室があるので
はないでしょうか。

古庄宏吉

　小学校では、普通教室としての利用のほか、少人
数指導教室や特別支援教室等、様々な教育目的に使
用されております。学童の需要が多い地域で空き教
室の可能性について個別に教育委員会と検討してま
いります。

住区推進課

2



令和５年度第２回　子ども支援専門部会　質問に対する回答 別紙２

№ ページ 意見（一部事務局による表記修正あり）
意見表明者
(敬称略)

回答 所管

5 6 学童保育の設置基準を教えて下さい。 古庄宏吉

　民設学童保育室の募集要領では、設置基準として
主に次のとおり定めております。
①施設が建築基準法に適合したものであること。
②施設が新耐震基準を満たしていること。
③遊び及び生活の場として安全・衛生が確保された
保育専用の部屋、台所、専用便所（２器）、手洗い
場があること。
④保育の用に供する部屋は、１児童あたりおおむね
１．６５㎡以上を確保でき、採光、換気等児童の保
健衛生上の考慮が十分なされ、２方向避難も確保し
ていること。
⑤児童が体調の悪い時などに休息できる静養スペー
スを確保していること。
⑥備品として、児童の所持品（ランドセル等）を収
納するためのロッカー、冷蔵庫、台所設備、食事用
テーブル、倉庫、下駄箱、電話（ファクシミリ）、
冷暖房器具等を備えること。
⑦消火用具、非常口その他非常災害に必要な設備が
設けられていること。

住区推進課

6 18

あだちっ子歯科健診

もとは糖尿病対策アクションプランの一環として歯科健診が始まったと
あるが、むし歯予防のために健診だけでなく親子の毎朝・毎晩のスキン
シップにつながっている事はとても大切なことだと思う。

小林尚子
　貴重なご意見をいただきありがとうございます。
今後に活かしてまいります。

子ども政策
課

7 18

あだちっ子歯科健診

この時期に令和４年度の報告では遅いのでありませんか。この時期に
は、令和５年度の報告があり、次の年度に活かせるようにできないので
すか。

古庄宏吉

　あだちっ子歯科健診は全ての年少児（４歳）～年
長児（６歳）を対象としていることから健診期間が
４月～１１月末となっており、全ての健診票を集計
し結果を作成するために時間を要しています。少し
でも早くお届けしたいという思いから、各教育・保
育施設に向けては（子ども支援専門部会よりも早い
時期の）１０月頃お送りしています。今回いただい
たご意見を踏まえ、今後も少しでも早く配付できる
よう努力してまいります。

子ども政策
課

3



令和５年度第２回　子ども支援専門部会　質問に対する回答 別紙２
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意見表明者
(敬称略)

回答 所管

8 20

３課題
(１)保育園において未処置のむし歯がある子どもの割合が増加
保育園において、令和４年度未処置のむし歯がある子どもの割合が増加
した原因をどのように考えているのですか。

古庄宏吉

　新型コロナウイルス感染症により家庭での受診控
えや給食後の歯みがきができなかったことに要因が
あると考えております。新型コロナウイルスが５類
に移行されましたので、子ども政策課としても、歯
みがき指導の再開等各園での取組みの支援をしてま
いります。

子ども政策
課

9 21

(２)教育・保育施設におけるむし歯り患率の二極化
【参考】年少児から給食後の歯みがきをする教育・保育施設の割合
年少児からの給食後の歯磨きをする教育・保育施設の割合は令和４年度
のものであって、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の規制がなく
なった令和５年５月以降の状況が注目されるところです。現在での集計
状況では、令和５年度はどうなっていますか。

古庄宏吉

　教育・保育施設に向けて調査をする時期が、令和
６年度４月頃を予定しておりますので、現状は把握
できておりません。
　新型コロナウイルスが５類に移行したことを受
け、各教育・保育施設での給食後の歯みがき再開に
向けた支援を進めてきておりますので、区立園では
全園で、その他の施設でも少しずつ再開が進んでき
ております。

子ども政策
課

10 22

４対策
各園の歯科健診結果をその年度のなるべく早い時期に各園や各園の保護
者にフィードバックするようにできないでしょうか。時間が経過すると
関心が薄れてしまいます。幼児のむし歯罹患率の改善は保護者の意識に
かかっています。各園の歯科健診結果を踏まえ、各園毎の保護者向け配
布物を作成していただけないでしょうか。

古庄宏吉

　「あだちっ子歯科健診結果票」は健診票を回収し
集計する作業に時間を要することから、このような
時期となっております。しかしながら、健診終了後
に少しでも早く結果をお渡しする必要性は認識して
おりますので、今回のご意見を踏まえ努力してまい
ります。
　各園の歯科健診結果を踏まえた各園毎の保護者向
け配付物も作成していきたいところではあります
が、現状では難しいため、各園での保護者啓発や園
児指導に活用していただける媒体を区ホームページ
にて紹介しておりますので、そちらをご活用いただ
けますと幸いです。

子ども政策
課

4



令和５年度第２回　子ども支援専門部会　質問に対する回答 別紙２
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11 22

令和４年度の小学生第一学年のむし歯罹患率は東京２３区で一番です。
あだちっ子歯科健診を始めたのはこの一番を抜け出す程に、むし歯被患
者率や未処置者率を低減させるためと思います。目標は達成できていな
いように思われます。むし歯被患者率や未処置者率の達成目標値はどう
なっていますか。

古庄宏吉

　２３区平均を目指し取組み、区内のむし歯のある
子どもの割合は減少していますが、他区も同様に取
組みを推進していることから、このような結果と
なっております。今回の結果をさらに分析を進め、
引き続き子どもの歯の健康の推進に取組んでまいり
ます。
【参考】
令和４年度東京都学校保健統計書
むし歯のある子どもの割合
特別区平均　２０．９８
足立区平均　２７．５９（２３位）

子ども政策
課

12 33

３認証保育所利用者への第２子に対する補助額拡充の実施
「保育の必要性なし」の３～５歳児クラス第２子に対して拡充が行われ
ていますが、それは東京都の予算ですか。足立区の予算ですか。

古庄宏吉
　認証保育所利用者への第２子に対する補助額の拡
充分についての財源は、都1/2、区1/2の負担割合で
す。

子ども施設
入園課

13 34

４私立幼稚園の利用者への補助拡充の実施
(２)預かり保育を利用する満３歳児
満３歳児クラスの預かり保育を利用する第２子以降に対する東京都の補
助に合わせて、そのクラスの２歳児に対しても足立区が独自に補助をし
ていただけることに保護者に代わって感謝します。

古庄宏吉
　今後も幼稚園協会と協議しながら、進めてまいり
ます。

子ども政策
課

14 その他

①足立区における保育コンシェルジュによる相談においても私立幼稚園
等の預かり保育の実施状況等を伝え、私立幼稚園等の案内や情報提供を
して下さい。私立幼稚園等も全園で預かり保育を実施し、就労家庭の
ニーズに応えるようにしています。

古庄宏吉

　保育コンシェルジュの相談及びオンライン説明会
において、私立幼稚園等の預かり保育に関する情報
提供を行っております。引き続き、幼稚園等の案内
を含め、各ご家庭のニーズに合った情報提供を行っ
てまいります。

子ども施設
入園課

5
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15 その他

②保育所は完全に無償です。認証保育所においては、保育の必要性のな
い３歳～５歳児クラスでも第１子の補助額が月額37,000円、第二子以降
では、57,000円となっています。保育の必要性のある３歳～５歳児クラ
スでは、第１子から57,000円の補助がでています。しかし、私立幼稚園
等の補助額は月額33,000円です。預かり保育に対する補助上限額は月額
9,000円です。令和2年4月以降改定されていません。合計しても42,000
円です。諸物価、人件費もこの間に上昇し、私立幼稚園等の保育料等
は、この間に約１割程上昇しています。実質賃金は減少している中で、
私立幼稚園等の保護者負担が上昇しています。保育施設に通わせる保護
者と私立幼稚園等に通わせる保護者が等しく負担軽減を受けられるよう
にして下さい。

古庄宏吉
　補助の在り方につきましては、幼稚園協会と協議
しながら検討を進めてまいります。

子ども政策
課

16 その他
③小規模な幼稚園等でも運営できるように運営費補助を新設して下さ
い。

古庄宏吉
　補助の在り方につきましては、幼稚園協会と協議
しながら検討を進めてまいります。

子ども政策
課

6



令和５年度第２回　子ども支援専門部会　ニーズ調査への質問に対する回答 別紙３

№
調査票
種別

ページ 問 意見（一部事務局による表記修正あり）
意見表明者
(敬称略)

回答

1
なるべく答えやすくするため、インターネットからの回答ができると良
い。年齢などの記載の場合はプルダウンリストとなっていてほしい。

中嶋　篤子

　インターネットと郵送の２種類から回答できるよう利便性を図り
ます。
　インターネット回答については、利用者の負担を最小限にとどめ
るため、プルダウンリスト等の工夫をしてまいります。

2
ニーズ調査の中で事業周知も行えるため、質問の中に事業の説明があるの
もよい。

中嶋　篤子
　事業周知も兼ねられるよう、紙面やネット回答画面作成について
工夫してまいります。

3 ①就学前 5 15
「プッシュ型行政サービス」は説明がついていてもわかりにくい。個別型
行政サービスのことか？

中嶋　篤子

　自治体が行う行政サービス（例えば、地域別に提供する災害等の
情報、地域イベント、年齢別に提供する医療制度の案内）等につい
て、サービスの提供が必要な住民に対し、漏れなくサービスに係る
情報を提供することができる機能です。調査票に補記いたします。

4

今回は、よりよい保育サービスのための利用者に向けたニーズ調査だが、
提供者側のニーズ調査もしてほしい。例えば保育士に対して下記のような
設問。

①１歳児クラス（０歳児・２歳児）規模は何人が適正だと思うか？
②保育記録が過重となっていると思うか？
③重複しているものがあるとすれば、なんだと思うか？
④省けるものがあるとすればなんだと思うか？

①の理由は、待機児が多くなった時に、クラス定員を拡大してきた経緯が
ある。しかし質の良い保育を行おうとすれば適正な人数にとどめるべきで
ある。改めて年齢別クラス定員について考慮してはどうか？
②③④は保育士が保育に集中できるためには負担軽減が必須となる。保育
記録の負担を軽減するために、現場からの意見を求めたい。

この他にも、多々あると思う。
○補助金の説明が保育士にも届いているか？
○土曜日保育は地域で拠点開設として、保育士も完全週休２日制を多くす
べきではないか？

中嶋　篤子

　利用者に対するニーズ調査は、市町村子ども・子育て支援事業計
画を策定する上で利用希望を把握するために必要な法定調査です。
　それとは別に、提供者側に対するニーズ調査を実施する予定はあ
りませんが、各所管が要望を聞き、検討を進めてまいります。

7



令和５年度第２回　子ども支援専門部会　ニーズ調査への質問に対する回答 別紙３

№
調査票
種別

ページ 問 意見（一部事務局による表記修正あり）
意見表明者
(敬称略)

回答

5
回収見込みはどれぐらいと考えているのですか。それは母数に対して何％
の回答ですか。アンケート数として適切な数なのですか。

古庄宏吉

　母数が９,９５０とすると回収見込みは前回と同程度の概ね４,６
００件程度、回収率は概ね４６％程度を想定しています。
　適切なサンプル抽出率は、調査を実施する規模にもよりますが、
信頼係数（確率）９５パーセントにおいて、母数が数千件を超える
と、実数として４００件前後のサンプルで十分というのが統計でよ
く言われている数値です。
　各提供区域ごと、かつ、各年齢ごとで調査を行うため、前回と同
様にこの件数で実施してまいります。

6 アンケートは、年齢毎、または学年毎に人数を割り振っているのですか。 古庄宏吉
　足立区待機児童解消アクションプランに定める各提供区域ごと、
かつ、各年齢ごとに調査を実施してまいります。

7
「…主観的に選びご回答ください。」とはどういう意味ですか。その意図
は伝わりますか。

古庄宏吉
　パートナー・シップなどの多様性に配慮した文言としています。
日常的にお子さんとの関係性を主観的に判断できるような記載とし
ております。

8 ①就学前 1 5
複数の就学前のお子さんがいた場合は、保護者が選ぶのですか。それとも
調査依頼で指定するのですか。

古庄宏吉
　封筒の宛名のお子さんについて回答していただくように、記載の
仕方を明記しております。

9 ①就学前 6 17
この問のみに「…主観的に選びご回答ください。」となっているのはなぜ
ですか。何を主観的に選ぶのですか。

古庄宏吉
　パートナー・シップなどの多様性に配慮し、母親なのか、父親な
のかをお子さんとの日常的な関係性を主観的に判断して就労状況を
回答していただく為に記載しております。

10 ①就学前 9 20-1 この設問では（あてはまるものすべてに○）の記載が必要ありませんか。 古庄宏吉 　あてはまるものすべてに○を補記いたします。

11 ①就学前 10 20-1

「定期的な保育サービスの利用料」の「利用料の目安」の記載は適切で
しょうか。例えば、「３認定こども園（短時間利用）」の「月額7,300円
まで区助成制度により無償。」という表現も誤解を招く恐れがあります。
「４認定こども園（長時間利用）・５認可保育所」は、「３歳児～５歳児
は無償。０歳児～２歳児は有償、ただし課税世帯の第１子以外は無償。」
とすべきではありませんか。また、なぜＤ８階層のみ記載しているので
しょうか。補助制度が多様で複雑なので、一部のみ記載すると誤解を招く
と思います。

古庄宏吉 　別紙のとおり、修正いたします。
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令和５年度第２回　子ども支援専門部会　ニーズ調査への質問に対する回答 別紙３

№
調査票
種別

ページ 問 意見（一部事務局による表記修正あり）
意見表明者
(敬称略)

回答

12 ①就学前 13 20-10
自身で子どもを育てたいと考えている方や子どもの成長を見守りたいと考
えている方も一定数いると思われます。子どもを施設に預けることを前提
とした。アンケートになっていないでしょうか。

古庄宏吉

　このニーズ調査は、利用者ニーズに応じた提供体制を計画的に整
備することを目的としているため、利用状況や利用意向の設問を設
けております。

13 ①就学前 14 20-13 「…強く希望しますか」と「強く」としているのはなぜですか。 古庄宏吉
　保育を必要とする３～５歳（２号）のうち、幼稚園教育の利用意
向がある者の利用意向率を算出するためです。１号認定の利用意向
率と区別するために国から示されている設問です。

14 ①就学前 15 23
「…一時保育を利用したいですか。」となっていますが、ここで言う「一
時保育」とは何を指しているのですか。

古庄宏吉
　P23に記載する保育園等の一時保育や幼稚園の預かり保育等を指し
ています。参考例を補記いたします。

15 ①就学前 15 24
「…保育所等を定期的に利用できる制度の実施…」の保育所等とは何を指
していますか。ここで検討しているのは、多様な他者事業ですか、こども
誰でも通園制度ですか。

古庄宏吉
　東京都が実施する「多様な他者との関わりの機会の創出事業」お
よび国が実施を検討している「こども誰でも通園制度（仮称）」の
双方を想定した設問です。

16 ①就学前 16 26
「以前は、０～２歳児（課税世帯・第２子）と３～５歳児（課税世帯）は
保育料【認可保育所:月額…」の「以前」とはいつのことですか。また、
これは保育所のみの無償化についての問ですか。

古庄宏吉

　０～２歳児（課税世帯・第２子）における「以前」とは、令和５
年１０月開始の保育料第２子無償化以前のことを言い、３～５歳児
（課税世帯）における「以前」とは、令和元年の幼児教育・保育の
無償化以前のことを言います。また、本問は保育所のみの無償化の
みとなります。
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令和５年度第２回　子ども支援専門部会　ニーズ調査への質問に対する回答 別紙３

№
調査票
種別

ページ 問 意見（一部事務局による表記修正あり）
意見表明者
(敬称略)

回答

17 ①就学前 17 子育てサロン

「子育てサロンとは」で「専門スタッフが常駐しているので、…」となっ
ているに、３タイプの説明では、「②拠点型子育てサロン（専門スタッフ
が常駐）」と書かれている。混乱してしまいます。

古庄宏吉 わかりやすい表現となるよう、今後検討してまいります。

18 ①就学前 20 33
「現在、平日の定期的な…」で「「私立幼稚園」、「私立幼稚園の預かり
保育」のいずれかを…」となっていますが、いずれかと言う表現はおかし
いではありませんか。

古庄宏吉
　「私立幼稚園の預かり保育」の利用は、幼稚園在園児に限られて
いる為、設問は「私立幼稚園を利用している方におうかがいしま
す。」に修正いたします。

19 ①就学前 20 33

「お子さんについて、…長期休業中に、定期的に教育・保育事業を利用し
たいと…」と言う設問は、どういう意味ですか。ほぼ全園が長期休業中に
も預かり保育を実施しています。私立幼稚園に通う方はその園の預かり保
育を利用しています。実施日数について、不足の場合は他の「教育・保育
事業」を利用したいかというアンケートですか。

古庄宏吉
　幼稚園の預かり保育の量の見込み（どのくらいニーズがあるか）
に必要な利用意向率を算出するために必要なものであるため、設問
に入れています。

20 ①就学前 20 33
「※　これらの事業の…一定の料金がかかります（１０ページの参考資料
参照）。」と記載されていますが、利用料については記載されていない。

古庄宏吉

　P10の参考資料には、預かり保育の区の助成上限額が記載されてお
り、利用料は記載されておりません。利用料は各園ごとに異なるこ
とから、（P10の参考資料参照）という記載は削除いたします。

21 ①就学前

両親が働いているまたは近い将来働くことが前提となったアンケートのよ
うに感じます。就学前、特に０歳から２歳までは、もっとご家庭で子ども
と関わり、その成長の喜びを感じながら生活することを求めている方もい
らっしゃるのではないか思います。その様な方々のニーズを捉え、支援し
ていくことも大切に思いますが、いかがでしょうか。

古庄宏吉

　このニーズ調査は、利用者ニーズに応じた提供体制を計画的に整
備することを目的としており、利用状況や利用意向の設問を設けて
おります。
　一方で、全ての方に「子育てに関する悩み」や「子育てしやすい
まちか」などの設問を設け、それぞれの提供地域における子どもと
家庭を取り巻く環境、またその他の事情を把握し、支援の充実に努
めてまいります。
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別紙

（参考資料）定期的な保育サービスの利用料（施設により給食等実費の負担あり）

利 用 料 の 目 安

１　私立幼稚園 　月額3３,000円まで区助成制度により無償。

２　私立幼稚園の預かり保育
　日額上限450円、月額上限11,300円（満３歳児16,300円）まで区助
成制度あり（保育の必要性の認定等、要件あり）。

３　認定こども園（短時間利用） 
特定負担額（各園の上乗せ保育料）月額７,３００円まで区助成制度に

より無償。

４　認定こども園（長時間利用）
５　認可保育所

月額7,100～75,500円（区民税額等によって異なる）。ただし、０
～２歳児の課税世帯第１子以外は無償。

６　小規模保育
７　家庭的保育（保育ママ）

月額5,100～68,000円（区民税額等によって異なる）。ただし、課
税世帯第1子以外は無償。

８　居宅訪問型保育
月額13,000～104,000円（区民税額等によって異なる）。ただし、

0～2歳児の課税世帯第1子以外は無償。

９　東京都認証保育所
月額35,000～80,000円程度（区助成制度あり。年齢、課税状況等に

より異なる。月額37,000～67,000円）

10　企業主導型保育施設
月額30,000～60,000円程度。保育の必要性がある3～5歳児及び非

課税世帯の0～2歳児は減額あり（月額23,100～37,100円）。


